
事業番号 432

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 一般研究経費
事業開始

年度
平成１３年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計
画、通知等

第３期科学技術基本計画(H18.3閣議決定)
国土交通省技術基本計画(H20.4)

国土技術政策総合研究所研究方針(H18.7)

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国土の利用、開発及び保全のための住宅・社会資本の整備に関する一般的な技術課題の解決を図るとともに、事業へ
の応用及び基準の策定等のための研究基盤を確立する。

担当部局庁 国土技術政策総合研究所 担当課室 企画課 課長　中尾　吉宏

会計区分 一般会計 上位政策 技術研究開発の推進

23年度要求

予算額(補正後） 214 214 195 187 193

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

住宅・社会資本のエンドユーザーである国民一人一人の満足度を高めるため、技術政策の企画立案に役立つ研究を実
施するため取り組むべき政策課題について必要な基礎的研究を行う。

実施状況
本事業は、国土技術政策総合研究所の研究活動を維持するために最小限必要となる基礎的なデータの取得、書籍の購
入、旅費等の経費であり、国土技術政策総合研究所の研究基盤の確立に寄与している。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 99.8% 94.5% 97.6%

執行額 214 202 190

総事業費(執行ベース) － － －

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況を把握してい
る。
・進捗状況に合わせて随時打合せを行うことにより、進捗管理を適切に行い、事業内容の精度・深度を十分に深めてい
る。

見直しの
余地

・支出先については、簡易公募型プロポーザル方式等により公募を実施し、競争性の確保に努めており、今後も競争性
の確保に努めるものとする。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について十分検討を行い、簡易な調査等に
ついては一般競争入札を採用し、効率的な執行に努めており、今後も業務発注の効率化に努めるものとする。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【抜本的改善】
研究成果が国土交通行政に活かされているか広く国民に周知されているか等、事業効果の検証を行う。発注に当たってはコストを
精査の上縮減を図るとともに、競争性・透明性の高い発注先の選定方式の導入を図る。必要性・緊急性の高いものに限定して調
査・研究を実施すべき。

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)(単位:百万円)



維持管理工事の積算方式の課題に関する調査 5.3

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

A.日本工営（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 道路ネットワーク復旧の優先順位に関する検討 4.5

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費

計 9.8 計 0

雑役務費
各研究機関における対外機関との連携を促進さ
せるための仕組みに関する調査 8.3

B.（株）三菱総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 8.3 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0計 0 計 0



【別紙】

A.民間企業等（１３７社）　１４９百万円 B民間企業等（６７社）　３６百万円

No. 支出先
金額

（百万円）
No. 支出先

金額
（百万円）

2 みずほ総合研究所（株） 9.3 2 （株）ビーズ 4.7

1 日本工営（株） 9.8 1 （株）三菱総合研究所 8.3

4 パシフィックコンサルタンツ（株） 6 4 （株）筑波国際アカデミー 1.4

3 （株）水圏科学コンサルタント 6 3 （財）国際科学振興財団 2.1

6 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 4.9 6 （株）日本翻訳センター 1

5 （財）計量計画研究所 5 5 （独）科学技術振興機構 1.3

8 （株）日本能率協会総合研究所 3.5 8 （株）紀伊國屋書店 0.9

7 （株）建設技術研究所 3.5 7 （株）日本能率協会総合研究所 1

10 （財）日本建設情報総合センター 3 10 ネットワンシステムズ（株） 0.9

9 社会システム・都市交流プランニング設計共同体 3.5 9 建築・住宅国際機構 0.9
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